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フィリピン：新型コロナウイルス感染症(COVID-19)に関するアップデート

(2020 年 5 月 18 日現在) 
執筆者： 佐藤 正孝、ミシェル・マリエ・F・ヴィラリカ（Michelle Marie F. Villarica） 

 

*本条は、2020 年 5 月 18 日現在有効な情報に基づいて作成したものです。 

 

I. コミュニティ隔離の実施 

 

 2020 年 5 月 16 日から 2020 年 5 月 31 日までの間、フィリピンは①COVID-19 の感染リスクが高い地域では強化されたコミュニ

ティ隔離(以下「ECQ」といいます。)、②感染リスクが低減しつつある地域では修正を加えた強化されたコミュニティ隔離措置(以下

「MECQ」といいます。)、③その他の地域では一般的なコミュニティ隔離措置(以下「GCQ」といいます。)を実施します。 

 

 分類は以下のとおりです。 

 

a. ECQ が実施される地域: 

• セブ市 

• マンダウエ市 

 

b. MECQ が実施される地域: 

• 首都圏(マニラ首都圏)及びパテロスの高度都市化市(highly urbanized cities) 

• バターン州、ブラカン州、ヌエバ・エシハ州、パンパンガ州、ザンパレス州、アンヘレス市 

• ラグーナ州 

 

c. GCQ が実施される地域: 

• 上記 a、b 以外に含まれないその他の全ての州、高度都市化市、独立市(Independent component cities) 

2020年 

5月26日号 
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II. 許可された活動 

 

 上記のコミュニティ隔離の実施は、2020 年 5 月 15 日付で新感染症に関する省庁間タスクフォース(以下「IATF」といいます。)が

発行したフィリピンにおけるコミュニティ隔離措置に関するオムニバス・ガイドライン(以下「IATF ガイドライン」といいます。)に含ま

れ、①2020 年 5 月 5 日付の貿易産業省(「DTI」)覚書第 20-22 号(「DTI ガイドライン」)、(ii)2020 年 5 月 4 日付の公共事業道路省

(「DPWH」)命令令第 35 号(「DPWH ガイドライン」)、及び 2020 年 5 月 12 日付の運輸省(「DOTr」)覚書第 2020-2185 号(「DOTr ガ

イドライン」)によって補足されています。 

 これらのガイドラインには、修正された一般的なコミュニティ隔離措置(「MGCQ」)の実施が含まれていますが、IATF が発出した最

新の決議である IATF 決議第 37 号によれば、フィリピンのいかなる領域も MGCQ の対象とはされていません。しかしながら、GCQ

の対象となった領域は、最終的には MGCQ に移行するものと思われます。 

 ガイドラインの概要は以下のとおりです。 

 
 アクティビティ ECQ 対策本部 GCQ MGCQ 

1. 人の移動 • 必要不可欠な物品及

びサービスへのアク

セス並びに許可され

た事務所若しくは事

業所における労働又

は以下に掲げるその

他の活動に限る。 

• 以下の者は、必要不

可欠な物品及びサー

ビスを得るため、又は

営業が認められてい

る産業及び事務所に

おける労働のために

不可欠である場合を

除き、可能な限り自宅

にとどまるべきであ

る。 

o 21 歳未満の者 

o 60 歳以上の者 

o 免疫不全、合

併症又はその

他の健康リス

クのある者 

o 妊娠中の者 

o これらの者と

同居する者 

 

• 牧師、司祭、ラビ、イ

マーム、その他の聖

職者は、葬式を行うこ

とが認められる。 

• COVID-19 以外の事

由による死亡者の近

親者は、死亡者との

関係を十分に証明し

た上で、故人の通夜

又は埋葬に立ち会う

ために住居から移動

することが認められて

いる。 

• 必要不可欠な物品

及びサービスへのア

クセス並びに許可さ

れた事務所若しくは

事業所における労働

又は以下に掲げるそ

の他の活動に限る。 

• 以下の者は、必要不

可欠な物品及びサー

ビスを得るため、又

は営業が認められて

いる産業及び事務所

における労働のため

に不可欠である場合

を除き、可能な限り

自宅にとどまるべき

である。 

o 21 歳未満の

者 

o 60 歳以上の

者 

o 免疫不全、合

併症又はその

他の健康リス

クのある者 

o 妊娠中の者 

o これらの者と

同居する者 

• 牧師、司祭、ラビ、そ

の他の聖職者は、葬

式を行うことが認め

られる。 

• COVID-19 以外の事

由による死亡者の近

親者は、死亡者との

関係を十分に証明し

た上で、故人の通夜

又は埋葬に立ち会う

ために住居から移動

することが認められ

ている。牧師、司祭、

ラビ、イマーム、その

他の聖職者は、家庭

で宗教儀式を行うこ

とも認められる。 

• 必要不可欠な物品及

びサービスへのアク

セス並びに許可され

た事務所若しくは事

業所における労働又

は以下に掲げるその

他の活動に限る。 

• 以下の者は、必要不

可欠な物品及びサー

ビスを得るため、又は

営業が認められてい

る産業及び事務所に

おける労働のために

不可欠である場合を

除き、可能な限り自

宅にとどまるべきであ

る。 

o 21 歳未満の者 

o 60 歳以上の者 

o 免疫不全、合

併症又はその

他の健康リス

クのある者 

o 妊娠中の者 

o これらの者と

同居する者 

• 牧師、司祭、ラビ、そ

の他の聖職者は、葬

式を行うことが認めら

れる。 

• COVID-19 以外の事

由による死亡者の近

親者は、死亡者との

関係を十分に証明し

た上で、故人の通夜

又は埋葬に立ち会う

ために住居から移動

することが認められ

ている。 

• 牧師、司祭、ラビ、イ

マーム、その他の聖

職者は、家庭で宗教

儀式を行うことも認め

られる。 

• 認められる。 

• 以下の者は、可能な

場合には、代替的な

勤務態様を認められ

るべきである。 

o 60 歳以上の者 

o 免疫不全、合

併症又はその

他の健康リス

クのある者 

o 妊娠中の者 

2. 屋外での運動 • 不可。 • 屋外でのウォーキン • 屋外でのウォーキン • 認められる(ゴルフ、テ
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グ、ジョギング、サイ

クリング等の個人で

行う運動はマスクを

着用し、2 メートルの

距離を保つことを条

件として認められる。 

• 21 歳未満の者、60

歳以上の者、免疫不

全、合併症又はその

他の健康リスクのあ

る者、妊娠中の者、

及びこれらの者と同

居する者は、屋外で

の運動は認められな

い。 

 

 

グ、ジョギング、サイ

クリング等の個人で

行う運動はマスクを

着用し、2 メートルの

距離を保つことを条

件として認められる。 

• 21 歳未満の者、60 歳

以上の者、免疫不

全、合併症又はその

他の健康リスクのあ

る者、妊娠中の者、

及びこれらの者と同

居する者は、屋外で

の運動は認められな

い。 

 

ニス、テーブルテニス

等の非接触競技を含

む。)。 

3. 集まり • 不可 • 無許可、業務に必要

不可欠ではないも

の、又は娯楽に関連

する集まり (映画上

映、コンサート、ス

ポーツイベント等)は

不可。 

• 宗教的な集まりは 5

名以内に限る。 

• 無許可、業務に必要

不可欠ではないも

の、又は娯楽に関連

する集まり (映画上

映、コンサート、ス

ポーツイベント等)は

不可。 

• 宗教的な集まりは 5

名以内に限る。 

• 参加者が会場または

座席の定員の 50%に

制限されていることを

条件として認められ

る。 

4. 公共交通 • 以下のもの以外不

可。 

o 事業を行うこと

が認められる

事務所又は事

業所の従業員

のために委託

されたシャトル

サービス。 

o 政府が提供す

る 2 地点間輸

送サービス。 

• DOTr Guidelines を遵

守する必要がある。 

• 以下のもの以外不

可。 

o 事業を行うこ

とが認められ

る事務所又は

事業所の従業

員のために委

託されたシャ

ト ル サ ー ビ

ス。 

o 政府が提供す

る 2 地点間輸

送サービス。 

• OTr Guidelines を遵

守する必要がある。 

• 公共交通機関は、

DOTr Guidelines に従

い、減便し、定員を減

らした上で運行しなけ

ればならない。 

• DOTr Guidelines に

従って認められる。 

5. 自家用輸送 • 会社シャトルは、定員

の 50%での運行が認

められている。 

• 個人車両は定員の

50%での運行が認めら

れており、運転者の

列に 1 人で乗車する

ことしか認められてい

ない。 

• 自転車は 1 名でのみ

利用可。 

• 二輪車は 1 名でのみ

利用可。 

• E スクーターは、1 名

でのみ利用可。 

• 会社シャトルは、定

員の 50%での運行が

認められている。 

• 個人車両は定員の

50%での運行が認め

られており、運転者

の列に 1 人で乗車す

ることしか認められ

ていない。 

• 自転車は 1 名でのみ

利用可。 

• 二輪車は 1 名でのみ

利用可。 

• E スクーターは、1 名

でのみ利用可。 

• 会社シャトルは、定員

の 50%での運行が認

められている。 

• 個人車両は定員の

50%での運行が認め

られており、運転者の

列に 1 人で乗車する

ことしか認められてい

ない。 

• 自転車は 1 名でのみ

利用可。 

• 二輪車は 1 名でのみ

利用可。 

• E スクーターは、1 名

でのみ利用可。 

• 会社シャトルは、定員

の 50%での運行が認

められている。 

• 個人車両は定員の

50%での運行が認めら

れており、運転者の

列に1人で乗車するこ

としか認められていな

い。 

• 自転車は 1 名でのみ

利用可。 

• 二輪車は 1 名でのみ

利用可。 

• E スクーターは、1 名

でのみ利用可。 

6. 貨物の移動 • あらゆる形態のコミュ

ニティ隔離の対象と

なっている地域内で

又は地域を越えて、

陸上、航空又は海上

によるあらゆる種類

の貨物の移動が認め

られる。 

• あらゆる形態のコ

ミュニティ隔離の対

象となっている地域

内で又は地域を越え

て、陸上、航空又は

海上によるあらゆる

種類の貨物の移動

が認められる。 

• あらゆる形態のコミュ

ニティ隔離の対象と

なっている地域内で

又は地域を越えて、

陸上、航空又は海上

によるあらゆる種類

の貨物の移動が認め

られる。 

• あらゆる形態のコミュ

ニティ隔離の対象と

なっている地域内で

又は地域を越えて、

陸上、航空又は海上

によるあらゆる種類

の貨物の移動が認め

られる。 
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• 物流セクターの労働

者は、最大 5 名の要

員が陸上で、積載の

有無にかかわらず、

運搬車両を運行する

ことができることを条

件として、あらゆる形

態のコミュニティ隔離

の対象となっている地

域を越えて通過する

ことが認められてい

る。 

• 物流セクターの労働

者は、最大 5 名の要

員が陸上で、積載の

有無にかかわらず、

運搬車両を運行する

ことができることを条

件として、あらゆる形

態のコミュニティ隔離

の対象となっている

地域を越えて通過す

ることが認められて

いる。 

• 物流セクターの労働

者は、最大 5 名の要

員が陸上で、積載の

有無にかかわらず、

運搬車両を運行する

ことができることを条

件として、あらゆる形

態のコミュニティ隔離

の対象となっている

地域を越えて通過す

ることが認められてい

る。 

• 物流セクターの労働

者は、最大 5 名の要

員が陸上で、積載の

有無にかかわらず、

運搬車両を運行する

ことができることを条

件として、あらゆる形

態のコミュニティ隔離

の対象となっている地

域を越えて通過する

ことが認められてい

る。 

7. 公共・民間工

事 

• DPWH ガイドラインを

遵守することを条件と

して、公共及び民間の

建設プロジェクトは、

必要不可欠なもの(下

水道、水道施設、デジ

タルワーク、保健施

設)及び優先度の高い

もの (食糧生産、農

業、エネルギー、住

宅、通信、水道、製造

及びビジネスプロセス

アウトソーシング)のみ

が認められる。 

 

• 作業員の配置前 

o 既存の健康状

態を伴わない

21歳以上59歳

未満の作業員

のみ 

o 作業員は、作

業 開 始 前 に

COVID-19 の

検査を受け、

必要に応じて

再検査を受け

るべきである

(請負業者が費

用 を 負 担 す

る)。 

o 作業員は、プロ

ジ ェ ク ト 期 間

中、隔離施設

のあるバラック

に収容される

べきである。 

o 請負業者が施

設への自家用

輸送を手配す

る。 

o 請負業者が、

現場の従業員

のための検疫

パスを取得す

る。 

• 作業員の配置中 

o バラック内を含

め、常に安全

距離を維持す

る。 

o 毎日の消毒 

• DPWHガイドラインを

遵守することを条件

として、公共及び民

間の建設プロジェク

トは、必要不可欠な

もの (下水道、水道

施設、デジタルワー

ク、保健施設 )及び

優先度の高いもの

(食糧生産、農業、エ

ネルギー、住宅、通

信、水道、製造及び

ビジネスプロセスア

ウトソーシング)のみ

が認められる。 

 

• 作業員の配置前 

o 既存の健康

状態を伴わな

い 21 歳以上

59 歳未満の

作業員のみ 

o 作業員は、作

業開始前に

COVID-19 の

検査を受け、

必要に応じて

再検査を受

けるべきであ

る (請負業者

が費用を負

担する)。 

o 作業員は、プ

ロジェクト期

間中、隔離施

設のあるバ

ラックに収容

されるべきで

ある。 

o 請負業者が

施設への自

家用輸送を

手配する。 

o 請負業者が、

現場の従業

員のための

検疫パスを取

得する。 

o 作業員の配

置中バラック

内を含め、常

に安全距離

• DPWH ガイドラインを

遵守することを条件と

して、全ての公共及

び民間の建設プロ

ジェクトが認められ

る。 

 

• 作業員の配置前 

o 既存の健康状

態を伴わない

21 歳以上 59

歳未満の作業

員のみ。 

o 作業員は、作

業 開 始 前 に

COVID-19 の

検査を受け、

必要に応じて

再検査を受け

るべきである

(請負業者が費

用 を 負 担 す

る)。 

o 作業員は、プ

ロジェクト期間

中、隔離施設

のあるバラック

に収容される

べきである。 

o 請負業者が施

設への自家用

輸送を手配す

る。 

o 請負業者が、

現場の従業員

のための検疫

パスを取得す

る。 

o 作業員の配置

中バラック内を

含め、常に安

全距離を維持

する。 

o 毎日の消毒。 

o 工事現場外で

の用事を最小

限に抑える。 

o 外部から戻る

全ての作業員

について検疫

を義務づける。 

o 引渡し・処分は

• DPWH ガイドラインを

遵守することを条件と

して、全ての公共及び

民間の建設プロジェク

トが認められる。 

• 作業員の配置前 

o 既存の健康状

態を伴わない

21歳以上59歳

未満の作業員

のみ。 

o 作業員は、作

業 開 始 前 に

COVID-19 の

検査を受け、

必要に応じて

再検査を受け

るべきである

(請負業者が費

用 を 負 担 す

る)。 

o 作業員は、プ

ロジェクト期間

中、隔離施設

のあるバラック

に収容される

べきである。 

o 請負業者が施

設への自家用

輸送を手配す

る。 

o 請負業者が、

現場の従業員

のための検疫

パスを取得す

る。 

o 作業員の配置

中バラック内を

含め、常に安

全距離を維持

する。 

o 毎日の消毒。 

o 工事現場外で

の用事を最小

限に抑える。 

o 外部から戻る

全ての作業員

について検疫

を義務づける。 

o 引渡し・処分は

別チームで行

う。 
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o 工事現場外で

の用事を最小

限に抑える 

o 外部から戻る

全ての作業員

について検疫

を義務づける。 

o 引渡し・処分は

別チームで行

う。 

• 請負業者は、コンプラ

イアンスを確実にする

ために、安全管理者

を任命しなければなら

ない。 

• 詳細はDPWHガイドラ

インを参照。 

• DPWH の定める小規

模な事業は認められ

ない。 

を維持する。 

o 毎日の消毒 

o 工事現場外

での用事を最

小限に抑える 

o 外部から戻る

全ての作業

員について検

疫を義務づけ

る。 

o 引渡し・処分

は別チームで

行う。 

• 請負業者は、コンプ

ライアンスを確実に

するために、安全管

理者を任命しなけれ

ばならない。 

• 詳細は DPWH ガイド

ラインを参照。 

• DPWH の定める小

規模な事業は認め

られない。 

別チームで行

う。 

• 請負業者は、コンプラ

イアンスを確実にする

ために、安全管理者

を任命しなければなら

ない。 

• 詳細はDPWHガイドラ

インを参照。 

 

• 請負業者は、コンプラ

イアンスを確実にする

ために、安全管理者

を任命しなければなら

ない。 

• 詳細はDPWHガイドラ

インを参照。 

 

 

Ⅲ. Covid-19 の職場での予防と管理に関するガイドライン 

 

 COVID-19 の職場での予防と管理に関する DTI と労働雇用省(以下「DOLE」)の暫定ガイドラインに基づき、操業を許可された民

間機関は、コミュニティ隔離の実施期間中、職場で以下の指針を遵守することが期待されている。 

 

接触を最小限にするためのルール 

 

1. 職場の全員がマスクを常時着用しなければならない。事業主は、従業員に対して適切なフェイスマスクを支給しなければな

らない。 

2. 事業主は、毎日全従業員が建物や仕事場に入る前に、健康状態調査受けるように義務付けなければならない。調査の回

答に基づき、当該回答者が診療所職員による更なる診察を必要とする場合には、診察のため事業者が指定する風通しの

良い場所に隔離し、作業場に立ち入らせてはならない。 

3. 全従業員は、体温検査を受けなければならない。体温が 37.5度を超える者は、診察のため事業者が指定する風通しの良い

場所に隔離し、作業場に立ち入らせてはならない。 

4. 使用者は、従業員が頻繁に触れるものに関する消毒プロセスを確立しなければならない。サニタイザーは、廊下、会議場、

エレベーター、階段、及び労働者が通行するエリアに設置されていなければならない。 

5. 全従業員間で、常に一定の距離を保たなければならない。 

6. 事業主は、ローテーションでの勤務時間シフトや在宅勤務などの代替的な勤務形態を、可能な限り採用しなければならな

い。 

7. 従業員と顧客が長時間対面して接触することは控えられるべきである。対面での会議は極力短く、また参加者を最小限に

絞って行われなければならない。会議が長時間にわたる場合には、テレビ会議を活用する。 

8. 適切な物理的距離を保てるよう、オフィステーブルを配置する。 

9. 通路、廊下、及び歩道における移動が一方向になるよう、作業場の配置を設計する。 

 

感染の疑いがある場合のルール 

 

1. COVID-19 に感染している疑いがある場合は、職場の指定隔離場所に移動しなければならない。事業主は、COVID-19 感
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染疑いのある個人を検査のために移動させる手順を確立しておかなければならない。 

2. 事業主は、勤務場所を消毒しなければならない。作業の再開は 24 時間経過後のみから可能であり、感染疑いの者と接触

があった従業員は、14 日間、自宅隔離を受けなければならない。 

 

Covid-19 試験 

 

 事業主は、従業員について COVID-19 の検査を行うことができる。検査キットは事業主が責任をもって入手する。保健省のプロ

トコルに従い、COVID-19 の検査についての社内ポリシーを定め、事業主と従業員の間で合意される必要がある。 

 

事業主の責務 

 

1. COVID-19 の予防及び管理に関する方針を、従業員と協議の上、制定する。 

2. 従業員の健康と職場を安全に保つため、マスク、石けん、手の消毒液、消毒剤、個人防護具、検査キットなどの資材を提供

する。 

3. CPVID-19 予防及び管理措置を確認するための安全管理者を指名する。 

4. 従業員に対する健康保険の提供を充実させる。 

5. 適用されうる規則により、利用可能又は必要とされる場合、従業員に送迎サービス又は近隣の宿泊施設を提供する。 

6. 地域社会内からの従業員採用を優先する。 

7. 従業員に問題が生じた場合に報告を受けるために、COVID-19 ホットラインまたはコールセンターを設置する。 

8. 毎月、「労働災害疾病報告書」(WAIR)を用いて、疾病、疾病、負傷の報告を DOLE に提供する。1 

 

 より詳細な指針については、2020 年 4 月 30 日付の DTI 及び DOLE の勤務場所における COVID-19 の予防及び管理に関する

暫定ガイドライン又はその改訂版をご参照ください。 
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1  WAIR のフォームは、http://ro10.dole.gov.ph/fndr/mis/files/WAIR.PDF から入手可能である。 

https://www.jurists.co.jp/ja/attorney/0289.html
mailto:m_sato@jurists.co.jp
https://www.jurists.co.jp/ja/attorney/0893.html
mailto:michelle.villarica@jurists.jp
http://ro10.dole.gov.ph/fndr/mis/files/WAIR.PDF


 

 

 

当事務所のアジアプラクティスは、日本とベトナム、インドネシア、シンガポール、フィリピン、タイ、マレーシア、ラオス、カンボジア、ミャンマー、イン

ド、中国、台湾、香港、韓国等を含むアジア諸国との間の、国際取引を幅広く取り扱っております。例えば、一般企業法務、企業買収、エネルギー・天然資源関

連、大型インフラ、プロジェクト・ファイナンス、知的財産権、紛争処理、進出および撤退等の取引について、同地域において執務経験のある弁護士が中心とな

り、同地域のビジネスおよび法律実務を熟知した、実践的なリーガルサービスの提供を行っております。本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即

応すべく、同地域に関する最新の情報を発信することを目的として発行しているものです。 
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